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：景観づくりに関するアンケート調査の概要                               

 

●アンケート調査の概要 

 今回のアンケート調査は、「町民の景観に対する意識を把握すること」、「町民が考

える山都町の景観の魅力と問題点の把握」、「景観づくりに対する町民の意識を把握す

ること」を目的として実施しました。 

 アンケート調査の結果を景観づくりに関するルールづくり、景観計画の施策等に活

かしていきます。 

 なお、アンケートは町民１８歳～８５歳までの男女を対象に２，０００票配布し、

その内７３６票（回収率３６.８％）を回収しました。 

 

●アンケート調査結果の概要 

 アンケートの回答者は、５０代以上の割合が約７割を占めています。また、回答者

の約８割が２０年以上山都町に居住しています。 

 

（１）景観に対する町民の意識について 

 

 【景観に関する意識】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【自慢できる景観の有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8.89%

9.28%

47.75%

33.29%

27.19%

33.42%

4.24%

4.64%

6.76%

6.23%

5.17%

13.13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

山都町内全域

お住まいの地域

自慢できる 一部自慢できる あまりできない 全くできない 考えたことがない 不明・無回答

自慢できる景観：・通潤橋 
（自由記述）  ・農村景観、田園風景 

・滝 
・町並み 
・山 

普段から

気になる

32%

時々気になる

42%

あまり気に

ならない

19%

まったく気に

ならない

3%

不明・無回答

4%
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 【１０年前からの景観の印象の変化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）山都町の景観の魅力と景観阻害要因 

 

 【山都町の良い景観】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【景観阻害要因】 

 

 

  

良くなった

4%

少し良くなった

15%

変わらない

23%

少し悪くなった

23%

悪くなった

18%

わからない

9%

不明・無回答

8%

25.60%

51.46%

13.79%

49.34%

15.52%

53.32%

7.29%

18.83%

3.58%

9.15%

0% 20% 40% 60% 80%

歴史的な建造物・商店街のまちなみ

田舎ならではの田園風景

庭先や道路が草花で彩られたまちなみ

雄大な自然・山並み

町内を一望する山頂からの眺め

通潤橋等歴史ある史跡

デザインされた歩道・照明等

ゴミの少ない清潔なまちなみ

その他

不明・無回答

29.97%

15.65%

63.53%

19.23%

74.93%

16.58%

2.12%

3.32%

6.10%

2.65%

8.89%

7.82%

0% 20% 40% 60% 80%

歴史的な建物や商店街のまちなみが少なくなっている

農地や里山を感じる場所が少なくなっている

休耕田や耕作放棄地が増えている

自然災害等により崩れた農地が目立つ

空き地・廃屋・空き家・空き店舗の増加が目立つ

太陽光発電設備（ソーラーパネル）が目立つ

屋外の看板が大きく、デザイン・色彩が周辺と調和していない

採石場やコンクリートむき出しの斜面が周辺と調和していない

電線・電柱が目立つ

携帯電話等の鉄塔が周辺と調和していない

その他

不明・無回答
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（３）景観づくりに関する取り組みについて 

 

 【景観保全のための必要な取り組みについて】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【景観保全の取り組みによる効果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【町民が実践できる取り組み】 

 

  

7.82%

4.77%

15.25%

13.13%

7.16%

13.26%

7.43%

6.50%

11.14%

21.75%

20.29%

7.69%

10.48%

32.49%

22.68%

9.28%

2.79%

13.93%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

町内の建築物のデザイン・色彩等のルールの設定

屋外看板の規模・デザインへの規制

大規模な太陽光発電設備（ソーラーパネル）への規制

高速道路開通を見据えたインターチェンジ・沿線上の建築物・看板等の規制

国道沿いの建築物・看板等の規制

住宅や商店街の庭先・生垣等の緑化推進

景観づくりに関するパンフレット等を作成するなどの啓発

景観に関する講演会・研修会の開催

地域の景観づくりを推進するための専門家の派遣

町の清掃活動の推進

花いっぱい運動などの道路の緑化の推進

公共工事の景観に配慮したルールの設定

フットパス等の景観を活かした観光振興の推進

地域の実情に合わせた景観づくりの実施

農村景観を保全する集落営農など集落対策の実施

わからない・特にない

その他

不明・無回答

53.05%

46.29%

62.07%

44.69%

39.92%

42.84%

12.33%

30.11%

7.16%

5.17%

4.91%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

企業やお店が増え、経済が活発になること

ゴミの不法投棄や荒廃した農地が減っていくこと

移住者やU・Iターン者が増え、町の人口が増加すること

生活環境や子育て環境が向上すること

今ある景観が次世代へ継承され守られていくこと

観光客や来町者が増加すること

景観に好ましくない建築物や看板が減っていくこと

気持ちが落ち着いたり、心が満たされること

効果はきたいできない

その他

不明・無回答

14.19%

12.33%

36.47%

7.43%

55.17%

11.94%

26.39%

10.61%

6.50%

14.99%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

良好な景観づくりのための話し合い・ワークショップへの参加

景観に関する講演会・セミナーへの参加

自宅または店舗等の生垣・庭先の緑化

自宅または店舗等の建替え、改装時の色彩・デザイン等への配慮

自治振興区、集落等の清掃活動、花・緑を増やす活動への参加

歴史的建造物等の歴史・保全にかかる取り組みへの参加

公園・道路の花壇の手入れへの参加

景観パトロールなどの見回り

その他

不明・無回答
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：山都町景観づくり条例                                      

 

平成２０年３月１７日 

条例第１５号 

第１章 総則 
 

（目的） 

第１条 この条例は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）に基づく

景観計画の策定及び行為の規制等に関し必要な事項並びに本町における景観づくりに

関し必要な事項を定めることにより、山都町美しいまちづくり条例（平成１８年山都町

条例第４４号）による環境保全等と相まって、景観に関する施策を総合的かつ計画的に

推進し、豊かな歴史、風土に調和した良好な景観を次世代に継承し、自然と共生する美

しいまちづくりに資することを目的とする。 
 

（定義） 

第２条 この条例において「景観づくり」とは、自然、建造物、街並み、田園その他の豊

かな歴史、風土に調和した良好な景観を守り、はぐくみ、又は次世代に引き継ぐことを

いう。 

２ この条例において「建築物等」とは、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２

条第１号に規定する建築物（塀を除く。以下「建築物」という。）及び規則で定める工作

物（以下「工作物」という。）をいう。 

３ この条例において「広告物等」とは、屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第

２条第１項に規定する屋外広告物及びこれを掲出する物件で建築物等以外のものをい

う。 

４ この条例において「景観形成地域」とは、次の各号のいずれかに該当する地域のうち、

景観づくりのために特に重要な地域として第９条の景観計画において定めるものをい

う。 

（１） 山、高原、河川等の自然の風景を有する地域 

（２） 歴史的遺産を有する地域 

（３） 伝統的街並みを有する地域 

（４） 田園風景を有する地域 

（５） 道路及びその周辺の地域 

（６） その他町長が景観づくりのために特に重要と認める地域 

５ この条例において「特定施設届出地区」とは、町内において建築物、工作物等が集積

し、又は集積するおそれがある区域のうち、良好な景観の形成を図る必要がある幹線道

路（道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３条第１号から第３号までに規定する道路

をいう。）の沿道の区域で、第９条の景観計画において定めるものをいう。 
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６ この条例において「特定施設」とは、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項第７号及び第８号並びに同条第６項第

４号に規定する営業を行うための施設、危険物の規制に関する政令（昭和３４年政令第

３０６号）第３条第１号に規定する給油取扱所（専ら自家用に供するものを除く。）、広

告塔及び広告板その他当該地区の景観を構成するうえで重要な要素となる施設又は設

備で、規則で定めるものをいう。 

７ この条例において「大規模行為」とは、次に掲げる行為をいう。 

（１） 建築物で、その高さ又は建築面積が規則で定める規模を超えるものの新築、増築

（増築により新たに当該規則で定める規模を超えることとなる場合の当該増築を含む。

以下この項において同じ。）、改築（改築により新たに当該規則で定める規模を超えるこ

ととなる場合の当該改築を含む。以下この項において同じ。）、移転若しくは撤去、外観

を変更することとなる修繕若しくは模様替え又は色彩の変更 

（２） 工作物で、その高さ（工作物が建築物と一体となって設置される場合にあっては、

当該建築物の高さとの合計の高さとする。）又はその敷地の用に供する土地の面積が規

則で定める規模を超えるものの新築、増築、改築、移転若しくは撤去、外観を変更する

こととなる修繕若しくは模様替え又は色彩の変更 

（３） さく及び塀で、その高さ又は長さが規則で定める規模を超えるものの新築、増築、

改築、移転若しくは撤去、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替え又は色彩の

変更 

（４） 地形の外観の変更を伴う鉱物の掘採又は土石の採取で、地形の外観の変更に係る

土地の面積が規則で定める面積を超えるもの又は高さ若しくは長さが規則で定める規

模を超えるのり面若しくは擁壁を生ずるもの 

（５） 土地の区画形質の変更（土地の開墾並びに水面の埋立て及び干拓を含む。以下同

じ。）で、変更に係る土地の面積が規則で定める面積を超えるもの又は高さ若しくは長

さが規則で定める規模を超えるのり面若しくは擁壁を生ずるもの 
 

（基本理念） 

第３条 景観づくりは、町民がその地において将来においても心地良く豊かな生活を営む

ことができるように、地域の歴史、文化、自然環境等と調和したものでなければならな

い。 

２ 景観づくりは、町、町民、事業者がそれぞれの担うべき役割を認識し、互いに連携し、

かつ、協働して推進されなければならない。 
 

（町の責務） 

第４条 町は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、景観づく

りに関する施策を総合的に策定し、及び計画的に実施しなければならない。 

２ 町は、景観づくりに関する施策の策定及び実施に当たっては、町民及び事業者（以下
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「町民等」という。）の意見が十分に反映されるように努めなければならない。 

３ 町は、町民等に対して、景観づくりに関する意識の啓発、景観づくりに関する情報の

提供その他の支援に努めなければならない。 

４ 町は、公共事業、公共施設の建築等を行う場合にあっては、景観づくりに先導的な役

割を果たすように努めるものとする。 
 

（町民の責務） 

第５条 町民は、基本理念にのっとり、景観づくりに関する理解を深め、景観づくりに積

極的な役割を果たすように努めるとともに、町が実施する景観づくりに関する施策に協

力しなければならない。 
 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、土地の利用等の事業活動に関し、景観づくりに

寄与するように努めるとともに、町が実施する景観づくりに関する施策に協力しなけれ

ばならない。 

２ 事業者は、景観計画区域（第９条の景観計画において定められた景観計画の区域をい

う。以下同じ。）内において事業活動を実施する場合には、周囲の景観に十分配慮しなけ

ればならない。 
 

（国等に対する協力の要請） 

第７条 町長は、景観づくりを効果的に行うために必要があると認めるときは、国又は他

の地方公共団体に対して、景観づくりについて協力を要請するものとする。 
 

（財産権の尊重及び公益との調整） 

第８条 町は、この条例の施行に当たっては、関係する者の財産権を尊重するとともに、

良好な景観の保全と他の公益との調整に相当の注意を払わなければならない。 

 

第２章 景観計画 
 

（景観計画） 

第９条 町は、景観づくりを総合的かつ計画的に推進するため、法第８条第１項の規定に

より景観計画を定める。 

２ 景観計画においては、第１１条第２項各号に掲げる行為に係る良好な景観の形成のた

めの行為の制限に関する事項について、定めることができる。 

３ 町は、景観計画を検討するに当たっては、幅広い町民等の参画を得るように配慮しな

ければならない。 

４ 町は、景観計画を定めようとするときは、法第９条に規定する手続によるほか、あら

かじめ、第１８条第１項に規定する山都町景観づくり審議会の意見を聴かなければなら

ない。景観計画を変更しようとするときも、また、同様とする。 
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（景観計画の提案に係る一団の土地の区域の規模） 

第１０条 景観法施行令（平成１６年政令第３９８号）第７条ただし書の規定により別に

定める規模は、景観形成地域内における１，０００平方メートル以上の一団とする。 

 

第３章 行為の規制等 
 

（届出行為等） 

第１１条 法第１６条第１項第４号の規定により良好な景観の形成に支障を及ぼすおそ

れがある行為として定めるものは、次に掲げるとおりとする。 

（１） 景観形成地域における次に掲げる行為 

ア 土地の区画形質の変更 

イ 木竹の伐採又は植栽 

ウ 屋外における土石、廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号）第２条第１項に規定する廃棄物をいう。）、再生資源（資源の有効な利用の促

進に関する法律（平成３年法律第４８号）第２条第４項に規定する再生資源をいう。）そ

の他の物件の堆積 

（２） 特定施設届出地区における特定施設及び同一敷地内でこれに附帯する施設でその

敷地の全部又は一部が特定施設届出地区に係るものの新築、増築、改築若しくは移転、

外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更 

（３） 景観計画区域内における大規模行為（前２号に規定する行為を除く。）のうち建築

物等の撤去以外の行為 

２ 次に掲げる行為をしようとする者は、その旨を町長に届け出なければならない。 

（１） 景観形成地域において、自動販売装置を屋外に設置すること。ただし、宅地内又

は家屋若しくは店舗に附属した位置において設置する場合を除く。 

（２） 特定施設届出地区における特定施設及び同一敷地内でこれに附帯する施設でその

敷地の全部又は一部が特定施設届出地区に係るものを撤去すること。 

（３） 景観計画区域内における大規模行為（前号に規定する行為を除く。）のうち建築物

等を撤去すること。 

３ 前項の規定による届出をした者は、当該届出に係る事項を変更しようとするときは、

当該変更により第１３条第２項の規定に該当することとなる場合を除き、その旨を町長

に届け出なければならない。 

４ 法第１６条第１項の規定による届出及び前２項の規定による届出に関し必要な事項

は、規則で定める。 

５ 町長は、第２項又は第３項の規定による届出があった場合において、当該届出に係る

行為が景観計画において定められた当該行為についての制限に適合しないと認めると

きは、当該届出をした者に対して、規則で定めるところにより、設計の変更その他の必

要な措置を講ずるよう勧告することができる。 
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６ 前項の規定による勧告は、同項に規定する届出があった日から３０日以内にしなけれ

ばならない。 

７ 法第１６条第２項の規定による変更の届出は、当該変更が同条第３項の規定による勧

告に従うことにより生ずるとき、又は法第１７条第１項の規定による命令に従うことに

より生ずるときは、することを要しない。 

８ 第３項の規定による変更の届出は、当該変更が第５項の規定による勧告に従うことに

より生ずるときは、することを要しない。 
 

（国、地方公共団体等の特例） 

第１２条 国の機関又は地方公共団体が行う行為については、前条第２項又は第３項の規

定による届出をすることを要しない。この場合において、当該国の機関又は地方公共団

体は、同条第２項又は第３項の規定による届出を要する行為をしようとするときは、あ

らかじめ、町長にその旨を通知しなければならない。 

２ 規則で定める公共的団体が行う行為については、法第１６条第１項又は第２項の規定

による届出及び前条第２項又は第３項の規定による届出をすることを要しない。この場

合において、当該規則で定める公共的団体は、法第１６条第１項若しくは第２項の規定

による届出又は前条第２項若しくは第３項の規定による届出を要する行為をしようと

するときは、あらかじめ、町長にその旨を通知しなければならない。 
 

（適用除外） 

第１３条 法第１６条第７項第１１号の条例で定める行為は、第１１条第１項に規定する

行為以外の行為及び次に掲げる行為とする。 

（１） 景観形成地域における通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で規則で定める

もの 

（２） 特定施設届出地区における行為で規則で定めるもの 

（３） 大規模行為に係る通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で規則で定めるもの 

２ 第１１条第２項及び第３項の規定は、前項各号に掲げる行為については、適用しない。 
 

（特定届出対象行為） 

第１４条 法第１７条第１項に規定する特定届出対象行為は、第１１条第１項に規定する

良好な景観の形成に支障を及ぼすおそれがある行為のうち、法第１６条第１項第１号及

び第２号に掲げる行為とする。 

 

第４章 援助等 

第１５条 町は、町長の指導、助言又は勧告に従って景観づくりのために必要な措置を講

ずるものに対して、技術的援助を行うことができる。 

２ 町は、次条第１項に規定する協定を締結しようとする者若しくは締結された当該協定

の当事者又は第１７条に規定する団体等に対して、景観づくりのために必要な技術的援
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助を行うことができる。 

３ 町は、次条第３項の規定により認定を受けた景観づくり住民協定の当事者が行う景観

づくりのための活動に対して技術的援助を行うときは、予算の範囲内において、当該援

助のために必要な経費の一部を助成することができる。 

 

第５章 景観づくり住民協定等 
 

（景観づくり住民協定） 

第１６条 土地（道路、河川、公園等の公共の用に供する土地を除く。）又は建築物等を所

有し、又は管理する者（国等を除く。）は、一定の区域を定め、当該区域の実情に応じた

景観づくりを図るため、当該土地、建築物等その他景観づくりに必要な事項について、

景観づくりに関する協定を締結するように努めるとともに、当該協定に沿った活動を積

極的に行うように努めるものとする。 

２ 前項に規定する協定には、次に掲げる事項のうち必要なものを定めるものとする。 

（１） 協定の名称及び目的並びに協定の対象となる区域に関する事項 

（２） 建築物等の位置及び外観並びに敷地の緑化に関する事項 

（３） 駐車場等附帯施設の位置及び外観並びに敷地の緑化に関する事項 

（４） 協定の有効期間に関する事項 

（５） 協定の廃止又は変更の手続に関する事項 

（６） その他協定の対象となる区域の景観づくりに関し必要な事項 

３ 町長は、第１項に規定する協定が締結された場合において、その内容が本町における

景観づくりに資するものであると認めるときは、規則で定めるところにより、当該協定

を、景観づくり住民協定として認定することができる。 

４ 町長は、前項の規定により認定された景観づくり住民協定の対象となる区域内におい

て当該景観づくり住民協定に適合しない行為を行おうとする者に対して、当該景観づく

り住民協定に配慮するように要請することができる。 

５ 町長は、第３項の規定により景観づくり住民協定を認定したときは、その内容を公表

するものとする。 
 

（景観づくり団体等） 

第１７条 景観づくりに係る活動を目的とした団体等は、その自主的活動を積極的に行う

とともに、町が実施する景観づくりのための施策に協力するように努めるものとする。 

 

第６章 山都町景観づくり審議会 

（設置及び権限） 

第１８条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定により、

町長の附属機関として、山都町景観づくり審議会（以下「審議会」という。）を置く。 
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２ 審議会は、町長の諮問に応じ、景観づくりに関する事項について、調査審議する。 

３ 審議会は、景観づくりに関する事項について、町長に意見を述べることができる。 

４ 町長は、次に掲げる事項について、審議会に諮問するものとする。 

（１） 景観計画の策定及び変更 

（２） 第２条第６項及び第７項に規定する規則の制定、改正及び廃止 

（３） その他景観づくりに関する重要な事項で町長が必要と認めるもの 
 

（組織等） 

第１９条 審議会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 委員は、景観づくりに関し学識経験を有する者その他町長が適当と認める者のうちか

ら、町長が任命する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、同

様とする。 

 

第７章 雑則 
 

（委任） 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 
 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 
 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日以後町が最初に定める景観計画は、第９条第４項前段の規定にか

かわらず、審議会の意見を聴いて定められたものとみなす。 
 

（山都町報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

３ 山都町報酬及び費用弁償条例（平成１７年山都町条例第３９号）の一部を次のように

改正する。 

 

 

 

 

 

 



 

50 

：山都町での景観を活かし、継承する取り組みの事例                    

 

●フットパス（山都町フットパス協会） 

「フットパス」とは、イギリスを発祥とする『森林や田園地帯、古い街並みなど地域に

昔からあるありのままの風景を楽しみながら歩くこと【Foot】ができる小径（こみち）

【Path】』のことです。 

近年、さまざまな地域において、農村風景や史跡などの特徴を活かした魅力的なフット

パスが整備されており、山都町には、現在１５コースが整備されています。（平成３１年

３月現在） 
 

    

 

 

●馬見原歴史散策ウォーク（馬見原まちづくり協議会） 

肥後と日向を結ぶ「日向往還」の宿場町として栄えた馬見原。この地を訪れた歌人・若

山牧水も「馬見原ハシャレタ町ナリ」と賞賛しており、白壁土蔵造りの旧商家、石垣、石

畳はくまもと景観賞も受賞しています。 

馬見原のまちあるきは、案内ガイドと共に馬見原の歴史を物語る史跡、建造物と風情あ

る石畳をめぐるコースです。 

 

●日向往還歴史ウォーク 

熊本から宮崎県延岡へ至る旧藩時代の歴史街道「日向往還」。その沿線には、西南の役

の西郷隆盛率いる薩軍の軌跡をはじめ、当時の面影が多く残されています。 

「日向往還歴史ウォーク」は、ロングコース・ショートコースなど 4つのコースが設定さ

れ、肥後と日向をつなぐ山都町の日向往還を歴史と自然を感じながら楽しむウォーキン

グイベントです。 
 

    



 

51 

 

 

●棚田オーナー制度（菅地域振興会） 

菅迫田の棚田は、全国的にも美しく日本の棚田１００選にも選ばれています。 

菅迫田（すげさこだ）のオーナー制度は、都市と農村の交流を目的としており、年 2回

（7月下旬と 11月上旬）農作業や交流会等を行っています。 

会費は、棚田（迫田）の面積により様々で、オーナーが田んぼを管理するのが原則です

が、振興会の方々から農作業について指導を受けることもできます。 

 

    

 

 

 

●菅里山レストラン 

菅里山レストランは、農林水産省第１回棚田百選に選ばれた農村景観の中で、棚田掛

け干し米、タケノコ、椎茸などの里山ならではのお弁当を提供しています。 

食事を取るのは、棚田の風景の中の「縁側カフェ」を行う民家や眺めの良い屋外で、

利用者は、農道やあぜ道をゆっくり散策しながら、農村景観を充分に堪能することがで

きます。 
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●通潤用水の生き物観察会 

（矢部郷自然観察会、白糸第一自治振興会、通潤土地改良区、町教育委員会） 

毎年８月に重要文化的景観に選定された通潤用水と白糸台地の棚田において、歴史や自

然環境や通潤用水に住むシビンタ等の希少な生き物について、学習を行う生き物観察会を

実施しています。 
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：山都町景観計画の主な変更内容                                  

 

 

 

※平成３１年３月の改訂内容については平成３１年４月１日から適用する。 

 

 

  

時 期 事 項 内 容 

平成２０年 

４月 

景観計画 

策定 
景観計画の策定 

平成３１年 

３月 

景観計画 

改訂 

 

「特定施設届出地区」の範囲を、従来の計画から拡大し、

町域内の国道沿道を区域として指定 

 

【改訂前】 

「国道２１８号のうち町道白小野鶴越線の交差点から県

道川内矢部線との交点の区間」 

 

【改訂後】 

「国道218号、国道265号、国道325号、国道

445号」に拡大 

 

 

届出が必要となる「大規模行為」に再生可能エネルギー

施設の新築などの行為を追加 

 

【改訂後】 

「再生可能エネルギー施設に関する基準」 を追加 

 

 

景観形成基準の明確化 

 

【改訂後】 

「色彩について、くまもとカラーガイドを参照するこ

と」 を明確化 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山 都 町 景 観 計 画  

〈 基 幹 計 画 〉  

 

平成２０年 ４月 策定 

平成３１年 ３月 改訂 
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